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Japan Tax Newsletter 

デロイト トーマツ税理士法人 

2024 年 7 月 1 日 

OECD による第 1 の柱・利益 B に係る追加ガイダンス文書の公表について 
（2024 年 6 月 17 日） 

本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

2024 年 6 月 17 日、OECD／G20 の BEPS 包摂的枠組み（以下「BEPS 包摂的枠組み」）はウェブサイトにおいて、第 1

の柱・利益 B に関する 2 つの追加ガイダンス文書と第 2 の柱に関する追加ガイダンス文書を公表した。 

BEPS 包摂的枠組みは、国際課税制度改革に関する「2 本の柱」からなるアプローチを開発してきた。利益 B は、利益配分に

関する「第 1 の柱」の構成要素の一つとして、独立企業原則の適用を簡素化・効率化を目指す、基礎的販売・マーケティン

グ活動の価格設定に係る新しいアプローチである。一定の販売活動を行っている全ての企業が、その規模にかかわらず、利益 

B の対象となる可能性がある。 

2024 年 2 月報告書では、2025 年 1 月 1 日から適用するとして、利益 B の中心となるルールが定められた。 

2024 年 6 月 17 日に公表された追加ガイダンス文書は、2024 年 2 月報告書で未確定だった以下の 3 つの要素に関する

検討結果をまとめたものである。 

◼ 営業費用クロスチェック（Operating expense cross-check）の仕組みにおける適格管轄区域（Qualifying

jurisdiction）の定義

◼ データ入手可能性メカニズム（Data availability mechanism）の仕組みにおける適格管轄区域の定義

◼ 2024 年 2 月報告書では LCJ と呼称されていた、利益 B アプローチの適用結果を尊重するという他の管轄区域の政治

的コミットメントから恩恵を受ける中低所得管轄区域（対象管轄区域（Covered jurisdiction））

Executive Summary 

◼ 2024 年 6 月 17 日、OECD／G20 の BEPS 包摂的枠組み（以下「BEPS 包摂的枠組み」）はウェブサイトにおい

て、第 1 の柱・利益 B に関する 2 つの追加ガイダンス文書と第 2 の柱に関する追加ガイダンス文書を公表した

◼ 追加ガイダンス文書は、2024 年 2 月に公表された包摂的枠組みによる報告書（以下「2024 年 2 月報告書」／

OECD ウェブサイト（英語））で未確定だった以下の 3 つの要素に関する検討結果をまとめたものである

➢ 営業費用クロスチェック（Operating expense cross-check）の仕組みにおける適格管轄区域

（Qualifying jurisdiction）の定義

➢ データ入手可能性メカニズム（Data availability mechanism）の仕組みにおける適格管轄区域の定義

➢ 2024 年 2 月報告書では LCJ と呼称されていた、利益 B アプローチの適用結果を尊重するという他の管轄

区域の政治的コミットメントから恩恵を受ける中低所得管轄区域（以下「対象管轄区域（Covered

jurisdiction）」）

◼ 企業が 2025 年 1 月 1 日から OECD 移転価格ガイドラインの更新により利益 B のルールが導入された後の価格

を設定するために、各管轄区域の導入状況に係る情報が待たれる

https://www.taxathand.com/article/34568/OECD/2024/Additional-guidance-on-Amount-B-of-Pillar-One-issued
https://www.oecd.org/tax/beps/oecd-g20-inclusive-framework-on-beps-taking-further-steps-on-the-implementation-of-the-two-pillar-solution.htm
https://www.oecd.org/tax/beps/pillar-one-amount-b-21ea168b-en.htm
https://www.oecd.org/tax/beps/oecd-g20-inclusive-framework-on-beps-taking-further-steps-on-the-implementation-of-the-two-pillar-solution.htm
https://www.oecd.org/tax/beps/pillar-one-amount-b-21ea168b-en.htm
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1. 営業費用クロスチェック及びデータ入手可能性メカニズムにおける適格管轄区域（Qualifying jurisdiction） 

(1) 営業費用クロスチェック 

2024 年 2 月報告書では、簡素化アプローチの一環として、「営業費用クロスチェック」の仕組みが定められた。これは、利益 B

のグローバル価格決定マトリクスの下で決定された Return on sales（以下「ROS」）が適切か、あるいは追加の調整が必要

かを検証するための補助的な方法（ガードレール）として機能する。価格決定マトリクスに基づく ROS を、営業費用に対する

EBIT（Earnings before interest and taxes：利息及び税金控除前利益）の割合に換算し、その結果が適用可能な営

業費用のレンジ（cap-and-collar：以下「キャップ・アンド・カラー」）外である場合、営業費用利益率が近接するエッジ（上

限としてのキャップ若しくは下限としてのカラー）になるように調整される。2024 年 2 月報告書では、特定の「適格管轄区域

（Qualifying jurisdiction）」に対しては（より高い）別のキャップレートが適用されることが合意された。 

第 1 の追加ガイダンス文書（OECD ウェブサイト（英語、PDF））では、この営業費用クロスチェックの仕組みにおける「適格

管轄区域」であるためには、世界銀行グループの分類に基づいて「低所得国」（low income）、「低中所得」（lower-
middle income）、「高中所得」（upper-middle income）に分類されなければならないことが確認された。適格管轄

区域のリストは、5 年ごとに OECD のウェブサイトで公表・更新される。また、第 1 の追加ガイダンス文書には、適格管轄区域

として認定された 132 の管轄区域のリストが掲載されており、その中にはアルゼンチン、ブラジル、中国、エジプト、インド、メキシ

コ、ナイジェリア、南アフリカなどの注目すべき国が挙げられている。 

営業費用クロスチェックの仕組みにおける適格管轄区域 2024 年 6 月時点1 

 

1 出典：Pillar One Amount B: Statement on the definitions of qualifying jurisdiction within the meaning of section 5.2 and 

section 5.3 of the simplified and streamlined approach （OECD ウェブサイト（英語、PDF）） 

https://www.oecd.org/tax/beps/statement-qualifying-jurisdiction-definitions-section-5-2-section-5-3-simplified-streamlined-approach.pdf
https://www.oecd.org/tax/beps/statement-qualifying-jurisdiction-definitions-section-5-2-section-5-3-simplified-streamlined-approach.pdf
https://www.oecd.org/tax/beps/statement-qualifying-jurisdiction-definitions-section-5-2-section-5-3-simplified-streamlined-approach.pdf
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(2) データ入手可能性メカニズム 

2024 年 2 月報告書では、価格決定マトリクスの基礎となるグローバルセットにデータがない、若しくはデータが不十分な場合、

ソブリン格付に照らして測定される「高リスク」管轄区域の特定の販売会社に対する価格決定マトリクスの妥当性を評価する

ために「データ入手可能性メカニズム」が適用されるべきであるとされた。データ入手可能性メカニズムにより、このような適格管

轄区域に対しては、価格決定マトリクスにおいて該当する ROS に上方調整が適用される。 

第 1 の追加ガイダンス文書は、データ入手可能性メカニズムの仕組みにおける適格管轄区域であるかを判断するために適用

される合意された基準も示している。適格管轄区域は、ソブリン信用格付が BBB+以下であり、かつ、利益 B のグローバルデー

タセットにおける比較対象が 5 つ未満である管轄区域をいう。 

これらの目的における適格管轄区域のリストも 5 年ごとに更新される。第 1 の追加ガイダンス文書には、初期リストとして 135

の適格管轄区域が含まれており、その中にはアルゼンチン、ブラジル、エジプト、マレーシア、メキシコ、ナイジェリア、フィリピン、南

アフリカが含まれている。 

データ入手可能性メカニズムの仕組みにおける適格管轄区域 2024 年 6 月時点2 

 
  

 

2 出典：Pillar One Amount B: Statement on the definitions of qualifying jurisdiction within the meaning of section 5.2 and 

section 5.3 of the simplified and streamlined approach （OECD ウェブサイト（英語、PDF）） 

https://www.oecd.org/tax/beps/statement-qualifying-jurisdiction-definitions-section-5-2-section-5-3-simplified-streamlined-approach.pdf
https://www.oecd.org/tax/beps/statement-qualifying-jurisdiction-definitions-section-5-2-section-5-3-simplified-streamlined-approach.pdf
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3. 対象管轄区域（Covered jurisdiction） 

一般的に、利益 B 制度を導入している国で一連の利益 B アプローチに基づき導出された結果（価格）は、相手国に対して

拘束力を持たない。しかし、2024 年 2 月報告書において、BEPS 包摂的枠組みの参加国は、自国の国内法及び行政慣行

に従うことを条件として、税務執行能力が限定的な管轄区域（Low capacity jurisdiction：LCJ）が適用した利益 B アプ

ローチの結果を尊重し、二国間租税条約が存在する場合には潜在的な二重課税を緩和するためのあらゆる合理的な措置を

とることにコミットしている。 

税務執行能力が限定的な管轄区域の定義は、2024 年 2 月報告書には含まれていなかったが、今回、第 2 の追加ガイダン

ス文書（OECD ウェブサイト（英語、PDF））においてこの点が明確化された。第 2 の追加ガイダンス文書では、必ずしも能

力が限定的とは限らない低・中所得の管轄区域に対するコミットメントの拡大を反映するため、税務執行能力が限定的な管

轄区域という用語は、シンプルな「対象管轄区域（Covered jurisdiction）」という用語に置き換えられた。合意された対象

管轄区域の基準は以下のとおり。 

i. 世界銀行グループの分類に基づく低・中所得に該当する包摂的枠組み管轄区域。ただし、EU、OECD、G20 のメンバー

管轄区域は除く；又は 

ii. 2024 年 3 月までに包摂的枠組みに対して利益 B を適用する意向を表明した、OECD 又は G20 に含まれる低・中所得

の包摂的枠組み管轄区域；又は 

iii. 包摂的枠組みには参加していないが、基準 i.を満たす、利益 B の適用する意向を表明した低・中所得の管轄区域 

対象管轄区域のリストは OECD のウェブサイトに公表され、5 年ごとに見直される。また、各管轄区域は、他の管轄区域に対

して二国間ベースでその政治的コミットメントを拡大することができる。 

第 2 の追加ガイダンス文書には、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナムを含めて基準を満たす 66 の管轄区域のリストが掲出さ

れている。ここには、基準 ii.に基づき、利益 B の適用を希望する意向を表明した 5 つの低・中所得の OECD 又は G20 に加

盟している管轄区域（アルゼンチン、ブラジル、コスタリカ、メキシコ、南アフリカ）が含まれている。したがって、これらの管轄区

域に対しても、利益 B アプローチを適用した結果を尊重するという政治的なコミットメントが拡大される。 

最初の 5 年の期間は、2025 年 1 月 1 日から 2029 年 12 月 31 日までである。一部の管轄区域は、基準 ii.による OECD

又は G20 の管轄区域（すなわち、上記の 5 つの管轄区域）への拡大に関連して、2029 年に政治的なコミットメントを見直

す可能性があることを示唆している。特に、そのような管轄区域が 2025 年末までに利益 A の多国間条約（Multilateral 

convention）（収益性の高い大規模なグループの課税権を市場（販売）管轄区域に再配分するための条約）に署名し

ていない場合に、見直す可能性がある。 

包摂的枠組みによる利益 B 政治的コミットメントの対象となる対象管轄区域 2024 年 6 月時点3 

 

 

3 出典：Pillar One Amount B: Statement on the definition of covered jurisdiction for the Inclusive Framework political 

commitment on Amount B（OECD ウェブサイト（英語、PDF）） 

https://www.oecd.org/tax/beps/statement-covered-jurisdiction-definition-inclusive-framework-commitment-amount-b.pdf
https://www.oecd.org/tax/beps/statement-covered-jurisdiction-definition-inclusive-framework-commitment-amount-b.pdf
https://www.oecd.org/tax/beps/statement-covered-jurisdiction-definition-inclusive-framework-commitment-amount-b.pdf
https://www.oecd.org/tax/beps/statement-covered-jurisdiction-definition-inclusive-framework-commitment-amount-b.pdf
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4. 今後の予定 

2024 年 5 月 30 日の BEPS 包摂的枠組みの声明にあるとおり、第 1 の柱パッケージに関するさらなる作業、すなわち利益 A

に係る多国間条約の最終文書、及び利益 B の「枠組み」（Amount B framework）が進行中である。同声明において、

包摂的枠組みの共同議長は、交渉は最終段階に近づいており、2024 年 6 月末までに利益 A の多国間条約の署名を開

始するための最終合意を達成することを目指していると述べた。 

 

5. デロイト トーマツ のコメント  

今後の問題は、各管轄区域がどのように利益 B 制度を導入するか、また、これが 2024 年 2 月報告書で提案されたように任

意とされるのか、それとも義務化されるのかである。企業においては、2025 年 1 月 1 日から OECD 移転価格ガイドラインの更

新により利益 B のルールが導入された後の価格を設定するために、各国の導入状況を把握したいとの需要が強いことが認識

されている。各管轄区域の導入状況に係る情報が待たれる。 

（東京事務所 山川 博樹、佐伯 拓也、武田 健吾） 

＜関連ページ＞ 

◼ OECD による第 1 の柱・利益 B：基礎的販売活動に対する移転価格設定に係るレポート最新版の公表について

（2024 年 2 月 19 日）（Japan Tax Newsletter 2024 年 2 月 27 日号） 

◼ デジタル課税 BEPS 2.0 第 1 の柱「利益 B」対応のための移転価格管理 

 

＜Webinar のご案内＞ 

国際課税制度の大転換への対応 

～BEPS 包摂的枠組み第 1 の柱利益 B レポート最新版～（オンデマンド配信） 

 

 

  

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/tax-finance/japan-tax-newsletter-27february2024.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/tax-finance/japan-tax-newsletter-27february2024.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/tax/articles/tax-finance/amount-b.html
https://tohmatsu.smartseminar.jp/public/seminar/view/48296?__CAMCID=pqYVUFuBgX-930&__CAMI=3.3.0.1.EQFeHEhmG.6l0W2GgDfznzxSaa-22&__CAMSID=6l0W2GgDfznzxSaa-22&__CAMVID=EQFeHEhmG&_c_d=1&_ct=1719399294223&_ga=2.200554093.237563632.1719189322-1973813371.1706058582&_gl=1*1bokg8o*_ga*MTk3MzgxMzM3MS4xNzA2MDU4NTgy*_ga_RSDZBYK812*MTcxOTM5OTI3NC42NjMuMS4xNzE5Mzk5MjkyLjQyLjAuMA..
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/japan 

 

問い合わせ 

デロイト トーマツ税理士法人 

東京事務所 

所在地 〒100-8362 東京都千代田区丸の内 3-2-3 

丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 

 

大阪事務所 

所在地 〒541-0042 大阪府大阪市中央区今橋 4-1-1 

淀屋橋三井ビルディング 5 階 

Tel 06-4560-8000（代） 

 

名古屋事務所 

所在地 〒450-8503 愛知県名古屋市中村区名駅 1-1-1 

JP タワー名古屋 37 階 

Tel 052-565-5533（代） 

 

email tax.cs@tohmatsu.co.jp 

会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 

税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 

令和 6 年度税制改正トピックス  www.deloitte.com/jp/tax/tax-reform 
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